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● 正規、非正規職員・従業員の増減比較
　 正規職員・従業員数 3,449万人（2007 年）→3,355万人（2016 年）（▼ 2.7％）
　 非正規職員・従業員数 1,735万人（2007 年）→2,016万人（2016 年）（△ 16.2％）
　 男性の正規職員・従業員数 2,408万人（2007 年）→2,278万人（2016 年）（▼ 5.4%）
　 男性の非正規職員・従業員数 539万人（2007 年）→648万人（2016 年）（△ 20.2％）
　 女性の正規職員・従業員数 1,041万人（2007 年）→1,078万人（2016 年）（△ 3.6％）
　 女性の非正規職員・従業員数 1,196万人（2007 年）→1,367万人（2016 年）（△ 14.3％）
● 正規職員・従業員の年収、300 万円以下の割合……男性20.4％　女性49.5％
● 非正規職員・従業員の年収、300 万円以下の割合……男性79.8％　女性96.0％
● 雇用者のいる自営業主数 161万人（2008 年）→135万人（2014 年）
● 民間企業の管理職（部長級）に占める女性の割合 4.6％（平成元年）→17.0％（平成 27 年）
● 上場企業の役員に占める女性の割合 1.2％（2006 年、538 名）→3.4％（2016 年、1,388 名）
● 市区町村の課長相当職以上に占める女性の割合 7.8％（平成 17 年）→13.5％（平成 28 年）
● 2015 年度　全産業の平均週間就業時間
　 全産業　男女 39.0 時間 / 週　男性 43.7 時間 / 週　女性 32.9 時間 / 週
● 2015 年度・男性　1 週間当たりの就業時間が長い産業
　 1 位　運輸業・郵便業 47.8時間 / 週　　2 位　建設業 45.6時間 / 週　　3 位　情報通信業 44.5時間 / 週
● 2015 年度・女性　1 週間当たりの就業時間が長い産業
　 1 位　情報通信業 37.6時間 / 週　　2 位　金融業・保険業 36.5時間 / 週　　 3 位　公務 36.4時間 / 週
● 女性が活躍するために必要だと思うこと
　 1位　両立支援など働きやすい職場環境の整備 38.0％　　2 位　女性自身の能力・経験 35.8％
　 3 位　女性自身の意識・姿勢 35.8％　　4 位　保育施設、サービス等の充実 31.5％
　 5 位　企業・経営者の意識 27.7％　　6 位　男性の家事・育児参加 27.7％

●ISBN978-4-86563-026-8
●三冬社 編集制作部 編
●2017年6月上旬発行
●A4判336頁
●定価 本体 14,800円＋税
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5 雇用状況
総務省「労働力調査基本集計・詳細集計、平成27（2015）年平均結果の概要」

1-5-1 雇用形態別、雇用者の推移（2005～2015年）図表

（注）1　2012年以前は詳細集計の結果を掲載している。また 2013年の対前年増減について、前年（2012年）の数値として、集計対象等が異なる詳細集計の結果を便宜上用いている。
2　割合は、「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。

1-5-2 年齢階級別：正規、非正規の職員・従業員の割合（2015年）図表

男性 女性

実　数　（万人） 割合
（％，ポイント） 実　数　（万人）

役員を除く雇用者
正規の
職員・
従業員

非正規
の職員・
従業員

正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員
正規の
職員・
従業員

非正規
の職員・
従業員

15～64
歳

65歳
以上

15～64
歳

65歳
以上15～24

歳
25～34
歳

35～44
歳

45～54
歳

55～64
歳

15～24
歳

25～34
歳

35～44
歳

45～54
歳

55～64
歳

男
女
計

2005年 5,008 3,375 1,634 67.4 32.6 － 290 992 832 749 459 52 － 265 320 302 322 318 108
2006 5,092 3,415 1,678 67.0 33.0 － 297 983 855 738 482 61 － 253 330 322 320 332 122
2007 5,185 3,449 1,735 66.5 33.5 － 290 940 894 742 514 69 － 251 327 334 328 356 141
2008 5,175 3,410 1,765 65.9 34.1 － 284 917 905 734 500 70 － 247 316 350 322 377 154
2009 5,124 3,395 1,727 66.3 33.7 － 275 885 930 736 493 77 － 225 306 344 324 370 158
2010 5,138 3,374 1,763 65.6 34.4 － 259 864 942 746 492 74 － 223 302 355 330 391 163
2011 5,163 3,352 1,811 64.9 35.1 － 247 845 961 747 479 74 － 223 304 372 333 414 168
2012 5,154 3,340 1,813 64.8 35.2 － 243 825 968 750 473 81 － 218 297 369 344 406 179
2013 5,210 3,302 1,906 63.4 36.6 3,221 244 800 955 766 456 81 1,703 232 301 389 363 417 203
2014 5,249 3,287 1,962 62.6 37.4 3,200 248 783 944 775 450 86 1,728 231 303 397 376 421 234
2015 5,293 3,313 1,980 62.6 37.4 3,220 252 775 936 800 457 93 1,713 231 290 393 387 412 267

男

2005年 2,864 2,357 507 82.3 17.7 － 152 669 618 548 336 34 － 121 99 47 50 124 67
2006 2,897 2,378 519 82.1 17.9 － 155 661 636 537 352 37 － 117 102 50 46 128 76
2007 2,947 2,408 539 81.7 18.3 － 155 633 661 541 376 41 － 118 101 54 47 132 88
2008 2,928 2,367 560 80.8 19.2 － 148 610 669 530 365 44 － 118 101 61 46 140 93
2009 2,874 2,345 527 81.6 18.4 － 145 584 683 531 355 48 － 101 94 56 46 138 93
2010 2,865 2,324 540 81.1 18.9 － 135 566 689 538 353 43 － 101 92 61 47 145 95
2011 2,885 2,313 571 80.1 19.9 － 128 552 705 537 346 45 － 104 100 65 49 157 98
2012 2,865 2,300 566 80.3 19.7 － 129 536 704 542 341 49 － 101 97 63 51 156 99
2013 2,886 2,275 610 78.9 21.1 2,225 130 517 692 554 332 50 494 107 101 70 55 160 116
2014 2,897 2,267 630 78.3 21.7 2,213 135 506 682 561 329 53 498 105 102 73 58 161 132
2015 2,904 2,270 634 78.2 21.8 2,212 137 497 670 577 331 58 487 107 98 73 57 152 148

女

2005年 2,144 1,018 1,126 47.5 52.5 － 138 324 214 201 123 18 － 144 222 255 272 193 41
2006 2,195 1,036 1,159 47.2 52.8 － 142 322 218 201 129 24 － 136 227 272 274 205 46
2007 2,237 1,041 1,196 46.5 53.5 － 135 307 233 202 137 27 － 133 225 280 281 223 54
2008 2,248 1,043 1,205 46.4 53.6 － 137 306 236 203 133 26 － 129 215 289 276 236 61
2009 2,250 1,050 1,200 46.7 53.3 － 130 301 247 204 137 29 － 125 212 288 278 231 66
2010 2,273 1,051 1,223 46.2 53.8 － 125 298 253 207 137 30 － 122 210 294 283 245 69
2011 2,279 1,039 1,241 45.6 54.4 － 122 293 256 208 131 29 － 119 203 307 285 255 71
2012 2,288 1,041 1,247 45.5 54.5 － 114 289 264 209 132 32 － 117 200 307 293 250 80
2013 2,324 1,028 1,296 44.2 55.8 997 114 283 263 212 124 31 1,209 125 200 319 308 257 87
2014 2,352 1,020 1,332 43.4 56.6 987 113 276 262 214 122 33 1,230 126 201 325 318 260 102
2015 2,388 1,043 1,345 43.7 56.3 1,008 114 279 266 223 126 35 1,226 124 192 320 330 260 119

（注）1　2012年以前は詳細集計の結果を掲載している。また 2013年の対前年増減について、前年（2012年）の数値として、集計対象等が異なる詳細集計の結果を便宜上用いている。
2　割合は、「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。
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7 EUに見る男女平等
European Commission 「2017 Report on equality between women and men in the EU」

4-7-1 EU－28カ国の男女別、20～64歳の雇用率の動向（2016年）図表
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資料出所：Eurostat, Labour Force Survey

4-7-2 年齢層別、EU－28カ国の雇用率におけるジェンダーギャップ（男性―女性）（2010～
2016年）図表
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資料出所：Eurostat, Labour Force Survey

4-7-3 EU加盟国別、20～64歳の男女の雇用率（2016年）図表
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マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

主な出典元
内閣府・総務省・厚生労働省・文部科学省・国土交通省・国税庁・
男女共同参画局・東京都産業労働局・秋田県・横浜市・富山県・
枚方市・海老名市・経済同友会・日本経済団体連合会・〈公財）
介護労働安定センター・（独）労働政策研究・研修機構・〈公財）
日本生産性本部・〈公財）21 世紀職業財団・連合・（独）労働政
策研究・研修機構・（一社）国立大学協会 教育・研究委員会 男
女共同参画小委員会・OECD・European Commission
その他　団体・企業　など

第1章 官庁統計によるデータ

国勢人口／日本の男性・女性の様子／人口動態／就業状態の動向／雇用状況／労働力
／民間給与の実態／賃金構造／産業別労働の状況・現金給与額／新規学卒者の初任給
額／学生の進学と就職・教員数／女性研究者／配偶者からの暴力／男女共同参画基本
計画／男女共同参画社会の形成の状況

理想的な男女共同参画社会を実現するための最新データ集

第3章 団体・民間企業が実施した調査

人生の満足度に関する調査／新入社員の30歳時点での予想年収／女性の活躍に関す
る調査／女性の活躍推進／女性登用に対する企業の意識／大企業の女性の登用と活用
／女性介護労働者の働き方／介護者の就業と離職／医師の勤務実態・働き方／女性の
起業意識／パート主婦の4タイプ／主婦の早朝アルバイト＆深夜アルバイト／コア人
材としての女性社員育成に関する調査／女性管理職と働くことへの意識／若手社員の
キャリア意識・男女差／勤労者の職場状況に関する意識／社員クチコミから見る退職
理由／働き方変革への取組み／仕事と家庭の両立・女性の職場での活躍に関する意識
／ワーク・ライフ・バランスへの取組状況／ワークライフバランス大賞＆女性活躍パ
ワーアップ大賞／福利厚生・ライフサポート／男性の育児休暇取得に関する意識／夫
婦間の家事・生活意識のズレ／共働き夫婦の夫婦仲と不公平感に関する調査／離婚に
関する調査／国立大学における男女共同参画／高校生の価値意識／農業経営における
女性の関与

第4章 国際比較データ

労働環境の国際比較／雇用状況の国際比較／男女共同参画に関する国際的な指数／
OECD日本の幸福度／中堅企業の女性の経営幹部に関する調査／諸外国の女性の参画
状況／ EUに見る男女平等／諸外国における両立支援制度／ OECDにみる各国男女の
就業率・失業率

▼内容見本（ホームページにて見本掲載中：http://www.santho.net/）
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15 若手社員のキャリア意識・男女差
（公財）21世紀職業財団「若手女性社員の育生とマネジメントに関する調査研究」（インターネット調査）
2014年11月～2015年1月調査、女性活躍推進に積極的な大企業10社の2003～2013年入社の1,348名対象

3-15-1 就職を決める際に昇進や配置に
男女差がないことを重視した者図表 3-15-2 就職を決める際に子育てとの両立や

ワークライフバランスを重視した者図表
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3-15-4 入社時にどのような就業パター
ンを望んだか図表 3-15-5 入社時に管理職になりたいと

思っていたか図表
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3-15-3 入社時、現在の企業にいつまで勤務しようと思っていたか図表
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第2章 国・自治体が実施した意識調査

男女共同参画に関する世論調査／社会意識／国民生活／仕事と家庭の両立支援企業ア
ンケート＆労働者アンケート／育児と介護のダブルケアの実態／テレワーク人口実態
調査／雇用均等基本調査-企業調査＆事業所調査／多様な働き方への取組み／ひとり
親家庭の現状／男女の地域活動参加／家庭生活に関する意識／男女間の暴力／小学生
～大学生の男女共同参画に関する意識／男女共同参画に関する中学生意識／学校にお
ける男女共同参画副読本の活用

A4 判　2017 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-023-7

人口減少で縮小する国内消費。和食文化の国際化と企
業の戦略を考えるための幅広い統計集です。

食生活データ
総合統計年報 2017

A4 判　2017 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-024-4

気候変動のリスクの減少と
日本のエネルギー問題の将来像を考える。
温暖化や新エネルギーまでの統計データを集録。

地球温暖化＆エネルギー問題
総合統計 2017-2018

A4 判　2016 年 12 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-022-0

少子化と高齢化が同時に進む日本の将来の姿は？
問題・課題と対策を考えるためのデータ集です。

少子高齢社会
総合統計年報 2017

A4 判　2016 年 6月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-016-9

未既婚女性の趣味、娯楽、ファッション、生活観など
消費を中心とする女性の暮らしに関する様々な最新統
計を収録。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2016
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5 仕事と家庭の両立支援②労働者アンケート
厚生労働省「平成27年度　仕事と家庭の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書　労働者アンケート調査結果」

2-5-1 1週間あたりの労働時間（本人・配偶者）図表
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2-5-2 家事と子育ての役割分担の割合（本人・配偶者）図表
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2-5-3 家事と子育ての役割分担の満足度図表
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13 配偶者からの暴力
内閣府男女共同参画局「平成27年度分　配偶者からの暴力に関するデータ」

1-13-1 配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数（平成14～27年度）図表
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23,950 29,820 33,736 36,475 40,705 43,004 47,107 49,849 53,134 57,236 60,686
64,797 65,895

72,246
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平成14年度
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35,943
43,225

49,329 52,145
58,528 62,078

68,196
72,792 77,334

82,099
89,490,

99,961 102,963
111,630

資料出所：内閣府調べ

1-13-2 警察における配偶者からの暴力事案等の相談等件数（平成13～27年）図表
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資料出所：警察庁調べ

1-13-3 婦人相談所における一時保護件数（平成14～26年度）図表
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資料出所：厚生労働省調べ

大企業の女性の登用と活用
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6 大企業の女性の登用と活用
（公社）経済同友会　「ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果」（メール・FAX調査）
2016年10～11月調査、経済同友会会員　所属企業の代表者903社対象（有効回答数：131）

3-6-5 女性の役員・管理職の登用（連結・日本国内のみ）図表
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3-6-1 女性の登用・活用について　経営指針
や経営計画等において明示しているか図表 3-6-2 女性の登用・活用について経営指針や経営計

画等において明示している企業（業種分類別）図表
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3-6-3 女性の登用・活用を推進する組織また
は会議体が企業内に設置されているか図表 3-6-4 女性の登用・活用を推進する組織または会議体

が企業内に設置されている企業（業種分類別）図表
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（単位：％）
2014年 2015年 2016年

全体 製造業 非製造業 全体 製造業 非製造業 全体 製造業 非製造業

取締役 2.7 2.4 2.8 4.4 3.8 4.9 5.5 6.4 5.0

社外取締役 9.1 9.2 9.1 14.0 11.1 17.2 18.3 18.3 18.3

取締役兼執行役 2.0 2.3 1.8 2.1 1.2 2.9 1.3 1.1 1.5

執行役 /執行役員 3.4 1.7 4.2 5.1 3.8 6.0 5.1 4.8 5.4

監査役 /監査委員 5.2 5.2 5.2 6.5 6.3 6.6 8.4 8.9 8.1

社外監査役 /
社外監査委員 8.3 8.0 8.4 11.5 11.9 11.2 10.4 11.3 9.8

部長級 3.4 2.3 4.2 3.9 3.2 4.7 3.7 3.7 3.7

課長級 7.3 4.3 8.5 8.6 5.4 10.1 7.9 6.5 8.8

部長級以上 3.4 2.3 4.1 4.1 3.3 4.8 4.0 4.0 4.0

課長級以上 6.3 3.6 7.5 7.5 4.7 9.1 7.1 5.9 7.8
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11 学生の進学と就職・教員数
文部科学省「平成28年度学校基本調査」

1-11-1 高等学校の卒業者数・進学率・卒業者の占める就職者の割合の推移（平成元年～28年）図表
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1-11-2 高等学校卒業者の産業別、就職者数の比率（平成28年）図表
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1-11-3 高等学校卒業者の職業別、就職者数の比率（平成28年）図表
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9 産業別労働の状況・現金給与額
厚生労働省「平成28年毎月勤労統計調査特別調査の概況」

1-9-1 産業別、男女労働者の割合（常用労働者）（事業所規模1～4人）図表

注：1）「その他」とは、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「金融業、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・
技術サービス業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の合計である。

　　2）「女性労働者の割合」は、産業ごとの常用労働者数に対する女性労働者数の割合である。

1-9-2 男女・年齢階級別、短時間労働者の割合（事業所規模1～4人）図表
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1-9-3 事業所規模別、出勤日数及び1日の実労働時間図表
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注：1）事業所規模 5人以上は、毎月勤労統計調査全国調査平成 28年 7月分の結果である。
　　2）5人以上における通常日 1日の実労働時間は、月間総実労働時間を出勤日数で除したものである。
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2 日本の男性女性の様子
総務省「平成27年国勢調査」「労働力調査（基本集計）（2016年）」

1-2-1 人口ピラミッド（大正9年・平成27年）図表
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資料：「平成 27年国勢調査」

1-2-2 年代別、労働力人口（2016年）図表
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